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高等教育投資の利潤地代と 

企業内教育からの社会的収益の推計
' ■ . .ニ . . . . . … .：... ' : : ' .  : ■

林 英 明

, . .

.■* .. .... —

1. 利潤と地代部分の推計

\

⑴

教育投資における基本的な指標である収益率を計算する場合に，費用から消費部分を利潤を発生 

しない部分として排除する問題と併行して，収益を利潤と地代の部分に分離する問題耷考えること 

は，教育投資論にともなう多くの問題を解明していく上での有用な手がかりの1つとなり得ると思 

われる。

寺尾琢磨博士は⑴においてこの問題の重要性を指摘しておられるが，実際令れは教育の需要構造 

の変化に対応しながら投資効率を高めていくという問題にもかかわる重要性を持っていると考えら 

れる。

実際，学歴別所得格差と追加費用にもとづV、て収益率を計算する_ 合，費用から消費部分を排除 

ずるのは, その部分は利潤を発生しないことを前提としているからであるが，それにもかかわらず 

もし市瘍がその消費部分に，何らかの価値を与えていることが示されたとするならば，その価値は 

生得の才能格差にもとづ,く地代であるとみなすほかはない。

この場合，もし，地代が存在しないと仮定して収益をすべて利潤とみなして利潤率を計算すれば， 

それは過大に評価されることになる。事実このことが，このような利潤率が他の投資機会のそれに 

くらべて高い状態が続く原因の1つとなっていると思われる。

また収益と費用をこのように分離して認識すれば，たとえば初等教育において全費用を消载とみ 

なすこふと，その高い収益率とを良く説明することができる。そして政策の面からみれば，特に高 

等教育の需要構造の変化にともなう消費としての需要の相対的増加によって，全体の需要a の賃金 

市場の変化に対する反芯は低くなっていくと考えられるが，もし市場の与える価値を利潤と地代部 

分に分離すれば，その投資部分の効率を高める有効な方法を知る上での助けとなるとも考えられる* 

したがってここでの問題は，純粋に経済的に見だ場合の生得の才能とは何であるかということで 

あろう6 これは心理学や文化人類学から見た生得とはことなると考えられるが，,必要な.ことは経済
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的な観点からは何耷生得と考え得るかということと，それに対して市場がどのような価値を与える 

かということである。

こめように，費用に和ける投資と消費部分の分離問題と収益における利潤と地代部分のそれとは 

表裹の関係にあるので, 一方の分離が試みられるならば, 他方はこq から間接的に推計できると考 

えられる。

ここでは⑵で用いた需要行動仮説を補正して，高等教育の総需要量を需要動機に従って消费部分 

と投資部分に分離して，その需要者が卒業して就業した場合に市場の与える価値である実質初任給 

格牽から得られる総収益を，もし消費として需要しかつ就業した者に対して市場が何らかの価値を 

与えるならば，. それは利潤ではないがち地代とみなされ，その価値と, 投資として需要して就業し 

た者に対して市場の与える価値との間にもし差が绐れば，その部分は投資費用に帰属する価値であ• 

る列潤とみなされるとい，前提の％々に, 利潤と地代とに重回帰で分離した。 ；

その結果は高等教育の需要構造が，考えられているよりも中等教育のそれに近づいて来ているこ 

とを示していると寧扣れるが，：なお多くの課題を今後に残している。

. (H)  ' , .... ■
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ここで，利潤と地代部分に収益を分離する前提として用いられる需要行動仮説の基本は⑵におけ ­

る場合と 同 Cである。 ,

まず巨視的に見た家計は，高等教育を消費として需要した場合に得られる心理的効用と，投資と 

して需要した場合に得られる貨幣的玄カ用とめ間に一定の需要図式を持ち，与えられた支出制約と貨- 

金格差と賴入価格である学費とp 関係に従って需要比を決定していると考える。そして賃金市場の‘ . 

変化にともなう, 投資としての需要に対する価格効泉と, 家計の可処分所得の変化からめ，高等教- 

育に対する支出制約 9  変化に よる所得効果に従って，その需要量と比を変えていぐと考える。

ここでもし，ある年度の賃金市場の学歴別格差が基準年度のそれのa 倍に上昇したとすれば，家 - 

声十は投資と しての需要量を裙対的に増加させようとするであろうが，それが投資である腺り，将来 

の収益からその元利が回収できないような需要ほしなV、はずであるから，その増加部分への支出は& 

その年度の所得からめ高等教育に対する支出制約の対象とはならないと考えられる。

実際にはそれはある限界内での，就業後の賃金からの返遼を条件として貸与を受けるか，貯蒂か：

らQ流用によって得られるであろう。 . ：

従ってこのような収益の碑化の効果は，ちょうどその年度の高等教育に対する，収益が変化しな. 

いと想宠した場合に考えられる支出制約のもとで，並哗平度と冏じ祺位当り.効川を得るに必要な，  

用 が 1/aに賻少した辑合七，同じであると:考えることができる6 :

そして次にごのようki収益が変化しないと想定した場合}d考えられる各年度p 高等教育に対する„

. —  11(499) ——
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支出 制 約 は ， どのような要因によ っ できめられるとみられるかを # える必樊が毛名 。 ’

高等教育の場合のように，需要者が高校卒の学歴を持っとぃう法的な規制がもる場合には，その 

少なくとも短期的変動め第1の要因は，その年度^)嵩校薪举者数そある。たどんば高校新卒著数が 

減少した1%4年^：妇ぃては, . 大学、短大への総書寒量で、もる人学志願者数ば> ’他の要因と考えら 

れる家計可処分所得は前年度にくらベて増加してぃるにもかかわらず，やはり減少している。 .

しかし，長期的傾向として見た場合は，やぼり可処分所得の変化と単位費用の趣化も童要な要因 

となるで毛ろう.。 パ .

ここでは_ 準年度を, 入学志願者数めわかる最初め年の19ざ7年とし，1967年 ま で 料 を 便 ぃ ， 

この3 っの要因を組み合せて， 収益が変化しなぃと想定した場合に考えら托る各年度の支出制約薑 

を言十錄:した。 .......へ-..-........:バ ::丄. . 'へに.へ.:;: 'ヘン...',.，“ ' ’.

しかしこの場合，可処分所得が増加んてぃぐ乾づれ允各消費財への支出の比奉はナ定ヤゆなぐ， 

上級則を含む雑費項目へめ比童を増加させ't iぃくであろうから,.ととで高等教育への名目去由変化 

は，国民総支出における雑費支出のそれに併行ずると彼定する9 そして需耍を決定する時期は会計 

年度における前年度末であるから，との基準年度は1956年とする。

次に単位費用としては，国立の短大は無視できる程度の比童であるから，A 学年度経費として， 

私立 • 国立大学と私立短大の，入学金と入学年度の授業料の単純平均を'とづた。:また機会費用は需 

耍行勋決定の場合の要因とはならなぃと仮定する。 ハ

.... . . . ，. ニ - ' ； -«' 1. * • ■ -
(DI)
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このようにして, 収益が変イ匕しなぃと想定した場合に考えられる, 各年度の支出制約量の1957年 

を站寧-年度とした比をQ ,とすれば, それは, R ,を t 年度の大学•短大べの高校新卒志願奢数, S,を 

t 尔度の, 1957年基準の高校新卒者比X 1956年莲準め名目雑費皮出費:+195?年甚難め入学年度学磐. 

比とした場合，R„ XSt となる。ここでR , とS「ば表1 と表2 め数値である。ただし, R57は,高 

校新卒進学志願者数の直接の統計は1958年以後しかなぃが, 1957年だけは高校新卒入学者数め統 

計があるので，I958年から63年め高校新卒平均合格率p  64. 8%から逆算して推計した値である。

表 い ！̂〒大学 * 短六への高校新率入学志願者敦 (雄 位 耳 人 ） ， . ペ : : : へ :

尔 度 1957 i m 1959 ： 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967

1720 1967 2171 2424 2532 2835 2945 2741 3859 5310 5467

f t n ：文部齒1■学校S 本調査j および **文部統計袈览j

表 2 : S< =1957年鉴準め高校新幸者比X I956年雄準の雑费支山比ナ1957年銮¥の入学年度経费比

年 度 1957 1958 1959 i960 1^61 1962 1963 1964 1965 1966 1967

S, 1 1.060 1.248 1.400 1.470 1 ‘ 59^ 1 .577 1.480 2.030 • 2 . m 3 .132

資料1 嚷済統計年報 j 細 68>:女部, ”わが国cp私立学校i  ( 1 9 6 8 ) ~:~
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• こ，学歴別賃金格差の指標として，全 纖 計 の 製 造 業 鮮 の ，大学卒ぉょび高校卒職員問の，. 

I957年価格め実質初任給格逢をとり，装準年度である1%7年の格！! を各年度のそれでyqjった比ム 

R とすれば, その数値は表3 となる。

表 3 : Pt =  l % 7 « p O , 実 貧 初 在 給 比

年 度 1954 1955 1956 1957 1958 1959 1960 1961 1962 1963 1964 1965 1966 1967’
P, 0.966 0. 859 0.900 1 0.797 0.808 0.819 0.729 0.787 0.745] 0.866 0. 911 0. 912 0. 926

料料：ガ働省 • 労 働 白 鶴 r労働統計喪宽八 ' ;

そして以上のような予備的考察をもとにして，変量である投資としてめ需要贤のめと, 沿戥とし 

ての需要量の趴とめ間に2 つ の 式 を 立 て る と と が ゃ き る -

|良= 的+ 认; | ぬ= 投資としての需要量、 …
1q(= p <* ^ + ^ ； し = 消費としての " /

ししそ:Q,は，各 年 度 の 雜 費 用 は ど 要 で 'も同ビであ名から，Xtの伽艟が盛準年度に対して 

変化した比が加重係数として残った式である。従って，ぬ:=R/— 仏" — だとなる。

しかし，ここから《と;P とめ齒の相関をみ物合，もの値は所得効果と伽胳効果が混合された結 

果であるからこのI つを分繞しなければならないが，ここセ所得効果による支出拡醫は，原 点 を • 
通る‘半辉線と仮定す名。 ， / .  • ノ- •

'••の場合，しめ仮定によって分離して偭格効架の各から得られる允バをめ’ とすれ‘ば，実際の各年 

度の挟資比率であるXtfEtは， »//1720にひとしい。そして， xt =  Rt/St - 1720/1 一 P , となる。

また，この式からばめ，と 1—P r の相関はい■ る比の相蘭の場合となるから，棚 臟 は 比  

の相関に関十る公武がら求めなければならない。 '

回帰を泶めれぼ パ し  '
. . . . . . ン. :し .パ' … .，. へ .： ■

; x/=1909- 7036•(1-P , )  ( r = -0 . 679 5幺有意）

従ってこの回_ 、ら各年度のに知応する推定投資比率X/I172Qを求めれば，それは表4 の数 

値となる6 ただし舰 7 年は，原式に;^いて解が不定とかるので除外する .■_]

表 4 : 推 定 投 资 比 率 ’

年 度 1954 1955 I 1956 1958 1959 1960 1961 1962 1963

0.067

1964 ,1965 1966 1967
x /11720 0. 971 0. 533J 0. 701 0. 280 0.324 0. 369 0.001 0. 238 0.562 0. 746 0. 750 0.807

ここで得られた有意な:A め相関は,実質初任給格差が大きくなるほど投資としての需耍贵が相対 

的に減少することを示しているが, ごの関读ぼ学歴別かづ年令別貴- がら本た，/土酿こわたる期待 

収益を考えれば不合理なものではない。 ：: V :丨'〜,；

統 B十的にみて学歴別かつ年齢別貨金の大学卒のそれは，高校卒のそれにくらベて年齢の高まるに 

マ れて急角度に上昇するが， との傾向ほ新辦耍渚の期待収益どしてみた場合 ,初任給格楚の変化に

一- — 79 (501) —
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. 対しで負の関係で変化するととが期待される。 - ノ •

これは高校新卒者が就業しないことによって失われた社会的収益に対して，社会はその機会費用 

を回収しなければならないから初任給およびその近い年齢の貨圣からはその部分が差引かれるが， 

その反面回収された後は，その投資費用の大きさに応じた収益が附加されていくことが考えられる 

からである。
. . .

従って投資としての需要の動機は，長期的な期待収益にもとづいていることが推論されるが，し 

かしこれは期待としての収益であって，実際に市場がその新需要者に与える価{直はやはり初任給で

ある。. . ..

. (IV)

ここで利潤と地代部分の分離をおこなう場合に，純粋に経済的な韋味での举得の才能とは何で'あ 

るかを考えなければなちない。

通常心理学的人類学的な意味での牟得の才能を示す指標とみられてい令のは知能指数であるから， 

もし学歴別かつ知能指数別の給与資料が得られるならば，知能指数格差がない与想定し/こ場合の铪 

. 与と実際のそれとの差をとることによって，生得の才能格差を知能指数格差p 限定した場合の，総 

収益に対する地代の比率が計算できることになり，このような考え方に従って企業单位の資料を使 

って，いくつかの試算がなされている。〔参照（3)〕 '

しかしこれは経営科学としての企業単位の分析としては有用であろうが，社会の全体規模から見 

た場合には問題があるであろう。実際，特に社会的集団としてみた場合の人の知能指歡ゆ，そ€>か 

なりの部分が生得の才能というよりも社会的文化的環境の產物であることが示されており，より高 

い文化的水準をもった環境の•もとでは，その社会的集団の平均的な知能指数はより高い。

これは教育においても，各教育興階における知能指数格拳が，文化的教奪的な教育として全支出 

が消費とみなされる初等教育においてもっとも高く，食階が進むほど低くなってく^)こととも.関連 

. することであろう。

従って，純粋に生得の才能とその計量の問題は，心理学や文化人類学•としての問題と.なるであろ 

うが，純粋に経済的な面に限定した場合には，その問題はさけることができると考えられる。

すなわち，このように文化的教養丨こ対する消费水準の高い社会では.高い知能指数を，その有利な 

副座物として造出しているが，しかしそれは動機としてはあくまで消費なのであるから,結果とし 

てその副産物が生産に対する能力として評価されて収益をともなったとしても，その支出は投資費

用ではないからそれは利潤ではなく，生得の才能の一部として.評伽された結果め地代とみなすほか
'

はない。.： . '  ' . . . ,

このととは家計の集団の中でも言えるしとで,坐得とみられる才能の個人差のかなりの部分がそ

—— 80_ ) ——
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の家計の環境に依存してぃるこどが知られそいるが，癌済的な面からみればそ枚_境を得る支出が 

消費 i みなさ;f tる以上，その有利な副産物として造出されだ才能は生撙のそれあ一％ とみなされる 

であろう。 ：. •

そ七ヤこのような場合，市場の与える価値は地代としてであるかられ紅費用丨こ知する利御と 

ぃう関係では結びつかず，その額は単位支出の大きざ〖こ関係なく，人数車位で与えられ,減伽償却の

問題 ,も：生じなぃ。…. '
' - ... 1 . . . . . . .

このように，, 純粋に経済的観点からみれば生得や才能は，それに対する経済的価傭としての地代 

とぃう商から9 み評価されるのであるが，この場合その収益がらの分謝!は，支出が消費としてまだ 

は投資とし.てみなされるとい5 ，認識のちがいによってなされるべきで、あると考えられる。，もちろ 

ん，純粋に心理学的な意味での生得の才能が経済的な価値をもてぱ，それも地代の一部として評俯 

されることになる。
1 ■' . .… バ ン ' . : M  -■ ノ. ぺ - ；■ , .い. . . '

このように，零要主体の認識のちがぃによって支出と収益を分離することによって, , ijlに総追加 

支出に対する収益格差としての収益率を計算するよりも多くの情報を教育計画に対して与えること 

ができると思われる• 教育需要も他の財と同じく需要主体の認識によって決定されてv、るのである 

から，教育の职益がその需要動機のぃかんにかかわらず，投入資源の有利な副産物と.して生じたこ 

と穹認めた上で，シュルツが述べてぃるように，次にはこの収益率を消費行動と投資行動による決 

定を背景として, より細かぃ要素に分解してぃく必要があると思われる。そしてここから，需要主 

体め条件の変化に対する反忠行動を予测することによって，効率的な教育計画を立てることが で き 

るであろう, i

ナこと,冬ぱ，.高等教脊に対して全額投資の佴定によって投資行動だげから収益率を計算する場合に 

は，最近p 高等華育需要にみられ^)現象を合寧的片説明する冬:とは困難であるが, ここでp 需萝行 

勲仮律こしたがって家計の総所得が增如するにっれて消費 i しての需聚が相敬的片姻大してぃる 

と考えれば，それは市場の賃金格差の変化とゆ無関係なのであ蚤から,すことえその収益率が他の投 

資機会のそれよりも低くなっても高等教育への総需要は増大しつづけるが実際にはそれ以前に，投 

資としては過少状態のままで1づの瘅晾状態とじズぃわみる境舁点均衡どなり，全需要が消毀とみ 

なきれる点が考えられ，もし仮に•そめようが状態となれば，市場の収益1i 高等教w善耍は無関係ヒ 

変化するようになるであろう。そしてこの ‘ような状mに近づいセいく^とを量的に予測することに 

よって，社会的収益•を発生する公共投資の1.つといてo 教育計画をより有効なものとする参考とす 

る こ 賴 で き る で あ ; ..,:.リ 々 へ j . :、: ' : .ニ 。 :” W

し.」. . ....; '  パ...：: : , : ニ . : 〜n パ. ' . .....： . へ.ニ .ぐ：，パン:.:.-，:.:.... ■  ( v )  • . . マ‘『 マ.：.パパ

以上のような考え方にしたがって，総収益の利潤と_ 代部分への分離を試みる場合{こ，入学がら

w ~  81(5£?5) “一
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高等教育投資の利潤地代と企業内教育からの社会的収益の推計

卒業 • 就業までの時間差は4年とし，失業は攀要動機とは関係なく一律と仮定する。

したがって各年度の投資として需要した新卒就業者数は，大学•短大全新卒就業者数X t—4 年度 

の推定投資比率となり，これを：X ,とする。 ,

しチこがって消費として需要した新卒就業者数は, 全新卒就業者数，:X ,であり， これ を Y t とす 

る。そしてそれらの数値は表5 のようになる。 .

表 5 ： X ,= 投資として需要した新卒就業者数，Y t = 消費として需要した新卒就業者数（車位吉人〉

年 度 1958 1959 1960 1962 1963 1964 1965 1966 1967

X, 1033 583 824 : 375 473 593 2 . 420 132

Yt 31 510 352 964 986 1014 1743 1343 1831

資料：1■労働白書j および，文部統計要览』

ここで推定投資比率において除外された1957年の4年後の1961年が除外されることになる。 

次に,：実質初任給格差として， 1如7年価格の全規模計•男子製造業の大学卒と高校卒の職員間 

格差の平均1人当り月額をとり，これに大学•短大全新卒就業者数をかけた総収益をUt と十釭ば, 

その数値は表6 のようになる。

表 6 : U e 総 収 益 (単位千円)

年 度 1958 1959 1960 1962 1963 1964 1965 1966 1967

ut 5352 5421 5761 6826 7849 7444 7681 7752 8504

資料：s■文部統計要覧j : 8•労働統計要覧j

次に, この数値を異時点間に妇ける経済成長にともなう自立的な増加分で割弓丨いて.,資料を静態 

化しなければならない。このこと自体困難な問題であるが, ここではもっとも単純な仮定として，

自立的増加分は実質1人当り国民所得め増加ヒ比例し，地代と利潤への分配率は不変と廳ザる。 

そしてこれをZ , とすれば，その数値は表7 のようになる。

表 年 基 準 の 実 質 1人当り国民所得比（举位千円)

年 度 1958 1959 1960 1962 1963 1964 1965 1966 1967

% 5212 4721 4343 4448 4792 4217 4275 3912 3978

こごでY , に対して市場の与える価値である地代は，支出額に関係なく人数雄位で;あるのに対し 

て- , X , に対して市場の与える価値のうち利潤の部分は，投資額に依存す ‘ と考えられ名から，と 

こで单純に利潤の変化率一定を仮定すれば，利測変化額は投資額に比例することになるが，ここで 

1957年の举位学費を兹準とした各年度のそれの実質額の比の数値は，表 8 のようになる.》学費の内 

訳は表2 の場合と同じである。 ，

一“*" 82 (504)

高等教育投隽の利润地代と企業内教育からの朴会油如找の描計

表8 :1 9 5 7年基準の実質卑位学費比

年 度 1954 1955 1956 1958 1959 1960 1961 1962 1963
比 0.683 0. 787 0.934 -1.151 1.170 1.258 1.371 1.512 1.693

資料：文部省8■わが国の私立学校j  (1968)

そしてこの表8 の卜 - 4 年度の比率にX t をかけた数値をX / とすれば, それは表9 のょちに 

なる。

表 9 : X,p=(表 8 ) t_4XX,

年 鹿 1958 1959 1960 1962 1963 1964 1965 1966 1967
X， • 706 459 770 432 553 746 3 635 223

次に，X , と て の ，高卒就業者に対する才能格差は等 しいと仮定する。したがって同じだけ地 

代が発生することになるから，X 7 と ^と の 間 の 価 値 の差が投資費用に掃属する雛である利潤 , 

と考えられることになる。

重回帰を求めれば， \ . '  .

Z ,= 570 0 -0 .9557 .X ,p- 0 .80612.Y , (R = 0 .8 59, 5% 有意 )

この結果から総利潤と総地代を計算する場合に , 定常的な価値である 570o は， 全新卒就業者に 

均等に分配されると伖定する。

そ し て X ’ の棘少率は，同時に同じだけの地代とじ ^ め Y < の減少率を含んだ結果の数値であ 

るから，総利潤を計算する場合は，Y し の 減 少 率 に を か け た 値 を 加 え な け れ ば な ら か い  

したがって， へ年度の総利潤 = 5700X卜 4 年度の投資比率—0.9557«；?ap+0 .80612.X , となる 

そして輯地代は , _Zt—総利潤セ、ある。

、 めようにして推定された各年度の総禾丨 j潤と総地代の値は表'的のょぅ に な る .

表 10 ：総利潤および総地代（雄位千円〉

年 ' 度 1958 1959 1960 1962 1963 1964 1965 1966 1967
総利潤 5693 . 3069 3924 1485 1699 1868 5 1089 275
総地代 -693 1781 756 3025 2677 2302 4287 2921 3736

したがつて， 1958年〜 I967年平均の，総収益に対十る総地代の比率は0.521とかる
. ♦ f - . •

(YT)
. . ; . : ' ■ : '

このような結罘からいぐつかの推論を試みるならば，計算された総収益に対する絳地代の比率の 

<>• 521は，なされた多くの俊觉を考虛に入れても高い数値であると考えられる。
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高等教育投資の利潤地代と企業内教育からの社会的妆益めし '

これは考えられているよりも高# 教育の構造が，中等教育の型に近づいて来ていることを示すも 

のと思われる。これは1つには短大の資料を含めたため， 4年制大学のみ:の場合よりもとの傾向が: 

強く現われたことが考えられる。

しかし大学教育が，しだいに文化教養という消費財としての#、味を強めてきていることは言い得 

るであろう。過去においては，•また現在も低開発国においては,初等教育も投資とみなされている 

が，国民所得の増大にともなってよ，り高度な教育さえも，収益を期待しない消費とみなされるよう 

になって来た。 ■

そしてこの傾向は将来においてさらに強まり，私的収益の面からは有利性がさらに減少しても滴 

毀としての需要が増大して，政策としてはより大量養成の方向にむか、うことになるであろう。

したがって今後の教育投資としての重点は大学院教育と企業内教育に移行していくと思われるo 

そしてこのような傾向は先進国においてはすでに明瞭となっている。

2. 企業内教育からの社会的収益の推計  ，

. . . : ( I ) . . ベ • .
' - .

■

企某の雇用者に示す給与体系において，勤続年数の連続した年齢別の賃金表は,もしそれが生産 

力に応じて支払われているならば，企業内教育がおこな；b ,れた場合のいわゆる学習曲線をあらわし 

ていると考えられるが，歷用者にとってこのような賃金表は，企業内教育をどのような形で受ける. 

かという:選択を投資行動としてみた場合の基準になると考えられる。すなわち，ことなった職種か. 

ら得られる各種の学習曲線も，給与体系として経済的な意# をもてば,学校教育の場合と同じく人 

的資本と投資の問題となりうる。 -

たとえば同じ学歴での労務^•と職員0 年齢別賃金表をみた場合,職員の賃金は若年層においては 

労務诸のそれよりも低いかわりに, 中高年層においてはより高い。したがってこれは，職員の若年 

梠における賃伞差の放棄所得を投資费用として，中高年層における質金塞を収益とした投資行魏と 

みることができる。一方が他方よりより有刺であったとしても，これは企業からみれば逆わ関係に. 

あるから，突際には与えられた条件のもとで何らかの形で均衡していると考えられる。

したがって，給年体系は相;S：に関迎しな’がら動き合っていると考えることができるが，このよう 

な企業内教宵の投資行動は，その学校教育との結合によってより興味あるものになると思われる。

たとえは*通常おこなわれる，生涯所得の学靡別格差をその学校教育め結來とみなすことは，企業 

内教宵投皭め差からの収益差を考虛しなければ過大に評伽するこt にな名であろうし，また天学芊 

業珩の供給塯加による格寒の減少は，企業内教育をおとなわないと想定した場脊考えられる格襄

~~— 84 (,506)-一— '
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遭等教育投资の利潤地代と企業内教育からの社会的収益の推計

の部分に生じすいると考えれば，高等教育が企業内教育と結合した場合の収益率にとの現象が影響 

を与えT V、るとはかならずしも言えないであろう。

またさらに重要と思われることは，職毺によってはその賃金表は，学校教育と結合した企業内教. 

育からの総収益の一部レ牟示しておらず, 残余の収益は企業の所得の一部となり，これが雇用者の 

擘けと苓私的収荈に対する,企業内教育と結合した形での学校教育の社会的収益と考えられること 

.である.ン, . ■ ：

経済成長において技術進歩率と呼ばれる，国民所得の増加分のなかの説明できない部分のうち，

教育増による労働力の質的向上にネる寄与の部分を分離する場合に，雇用者自身に帰属する教宵か 

らの私的职益の部分は, 学歴別の貴金市場に明示されている以上，本来的に推計困難なものではな— 

いが，その社舍的収益q 部分は, 他の所得の項目のなかに分けがたく入りこん:e いくために，結 见 .

の数値からその効果を分離するS とは本来的に困難である。
.• 1 . ■ ’

国玛所得の増加に寄与すると思われる諸原因別にその寄与率を計算して，その残余を教育による . 

■知識の増加を含む技術進歩の結果とする残余部分方式は, 1つの上限値を与える有効な方辑である 

が，計算の条件によって結果はかなり不安定で:あり, また分離困難な諸原因の総和としてしか把握 

で翁ないことになる。 .

したがってたとえば，企業内教育と結合した高等教育の社会的取益を直接に推計するためには，

その投資決定の時点でとらえる必要があると思われる。そしてその投資行動の主体は，その社会的 

取益の直接の突益者である企業であり，企業はその給与体系を利用レて，雇用者とその企業内教育 

投資の費用と収益を分配する。. . '

学校教育が企寒内教育とまったく結びつかないで,賃金が勤続年敎に依存しないような属用体系 

枕，骑に高等教育9 場 合 は 霉 的 •くないと思われるから，高等教育の生産力効果は多くの場合，

企寒内教育と結合しち形で、実現していると考えられる。

もちろん，このような方法で膏等教育の社会的収益を推計することにはいくつかの限輿がある。 .. 

f c とえば企業内教育によって生ずる雇用者の総生産力め評価は，雇用した企業によるその企業自身 

.に帰属するそれであって，そや外部経済的な部分は評価されないであろうし，またたとえば包當業 

主における教育の効果は観察されない。

しかしやはり，教育の生産力効果に対し：T 現実に何らかの量的な評偭を与えるcpは企業であり，

モの意味で]i :接に推計するたやの， 1つの接近とゆなりうるであろう。
' , .....

....し':.丨 . '  . , ■ .. ■： :
' ( n ) . . へ

：• . ■ ■ ■ ■ ,

こ£ で，投資行動として考えた企業内教育は,学校教育とことなる面が多ぐあることを考えてお_ 

く必寒がある。 ' ，， ，•
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高等教育投資の利潤地代と企業内教育からの社会的収益の推計 ,

学校教育においt はたと支ぼその需要動機が投資であるか，収益を期待しない消费で表るかとい 

うことが収益率を計算する場合つねに問題となるが，企業内教育の場合にはその動機は，純粋に投 

資としてセあると考えてよV、であろう：

しかし， より重要なことは，学校教育におぃてはそれを受ける期間が収益の発生のそれと切り離 

されていて，教育費用と収益とが明確に分離してとらえられるのに対して,企業内教育は生産の場 

で同時に進行してぃくので，投資として考えた時の費用と収益とが，賃金という同一の形で示され 

ることであるo

すなわち，時間ど定着率の関数としての給与体系を利用した企業内教育においては，；̂金は同時 

に投資奴用と収益としての面をもち，ここでは資本と所得の概念が混在している。ナことえば雇用者 

にとっての投資費用は，その企業内教育を受けなければ得られたであろう放棄された賃金であり， 

収益は教育を受けたことによって得られた賃金差であるが，企業にとっての費用は'，企業内教育か 

ら得られる総収益のある部分を放棄させる代潰として，賃金の形で支払われる部分であり，収益は 

総収益から雇用者に支払われなぃで、残留した部分である。

また，企業内教育が投資として考えられる以上，雇用者と伞業にとってその投資費用は回収され 

なければならないが，そのために必要とされるその企業に対する定着性は職種によってことなり， 

これが厲用者と企業の間での，費用と収益の分配率をきめる.要素となる。

もしその企業内教育によって得ら;K る技術が，まったく普遍的な性質のものなb ば，ある企業で 

その教Tf•を受けた雇用者は，他の企業に移動しても同じだけの賃金を期待することができる。この 

場合は属用者に体現された習得された能力の収益性は企業に依存しなぃ。

したがって市瘍競争が完全と考えれば，企業はその教育から何らの収益も得ることができなくな 

るであろう。したがって企業はそのかわりとして，その企業内教育に必要な投資錢用のすべてを蜃 

川盎にれ担させることによって，もしその一部を負担すれば他企業への移動によって生ずるであろ 

う奶窗をさけようとするであろう。このことは，雇用者がその教育を受けることによって常に一定 

の収益率が得られるのであるから可能である。

したがってまったく普遍的な技術の企業内教育の場合には，雇用者が投資費用のすべてを負担す 

るかわりにその全収益を受けとると考えられる。したがってこの場合の賃金表はそのままで学習丨lit 

線を示していることになる。

これに対して特化された技術の企業内教育の場合は，雇用者はもしその企業から移動すれば他の 

企業ではより低い貨金しか期待できない。また企業からみても他から同じだけの生産力を持つ技術 

は得られず，ふたたび教育がおこなわれなければならない。これらは双方にとって损害であるから， 

將化された企業内教育の場合は給与体系を，雇用者の矩着率を高めるように構成すると考えられる。,

もし仮に，特化された企業内教育の投资费用を全部企業が負担し，そのかわりに全収益を得るよ
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高等教育投資め利潤地代と企業内教育からの社会的収益の推計

うにナれば，雇用者はその企業に定着するe とによって利益も損書も受けないから，替遍的な技術 

の場合と同程度に移動しようとするであろうから，その場合企業は損害を受けることになるv した 

がって企業は笼着率を高めるために,勤続年数の連続した場合ヒは> 中高年齢におV、て発生する全 

収益ので*部を賃金として支払い，移動を扣|えようとするであろう。；

しかしこれでは企業の一方的な損失となるから，その代償として投資費用の一部を靡用考に負担 

させよう, とし，結局双方の損害をふせぎ,その長期的な雇用を安定化する保証として双方がその投 

資費用と収益を分配しあうと考えられる。

そし'T：総費用と総収益の分配率は公平でひとしいと仮定すれば，投資費用の企業が負担する部分. 

は屈用者自身に帰属する賃金の形で支払われないかぎり，雇用者は将来の収益の同じ比率での放棄 

に同意しないであろうから，その結果として実際の賃金表の年齢別の数値は，総生産力のそれに対 

して傾斜が低く現われていることになる。

しの.ような特化された能力における賃金の分配率について，. マ.一'ンャルは経済学原理において，」 

その大きさは双方の取引によってきまるが，理論的には任意的であると述べているd 実際にはそれ 

は退職率や解雇率，将来の危険に対する態度，そしてこれらを基礎にした双方の交渉力などに依拐

してきめられていると考えられる。
■ •

そしてこの分配率にしたがった雇用者の放棄所得の部分と，雇用者に賃金として支払われない部 

分は貧金表に現われず企業のなかfc残留し，これが各段階の学校教育と結合した企業内教育の社会 

的収益と考えられる。

そしてこのような特化された企業内教育の総生産力としての学習曲線を,学歴別の賃金表から高 

等教育の場合にっいて推計していくために，企業の各職種に対する教育投資行動の合理性にっいて， 

企業は教育をおこなう場合の，おこなわない場合に対する賃金差としての一定の費用に対して，辟： 
用者の放棄所得が最大になるようにその配分をおこなっているという，原則的な限界量均等の原理 

にしたがっていると仮窜し，そこから得られる数値と実際のそれとの差が賃金表に現われない企業 

.への残留部分であるとして得られた数値をもとにして，分配率の推計を試みた。

この仮定は, 給与体系はかんりの安定度で相互に関連して動いているのが観察され，またこの肢 

定から推計された結果は，統計的にかなり高い有意性をもっているので， 1っの妥当性をもってい 

ると考えられる， ,

• ..

. . ( m)  * . … .

このような考えかたにし:たがって推奸を進めていく場合に，巨饵的な企業とuて得られる統計数 

値を利用するためにいくっ:か9 予備的考察が必要となる。 v

まず学校教育にっいては, 中卒より低い教育永準め雇用者の場合は無視しでよいであろう。これ

""--i 丄 87 ( ^ 0 9 ) 一—
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は中学教育は通常全面的に消費.とみなされでいることと関連している6 したがって中卒者の企業内 

教苻の効果は, すr<てそめ結果とみなす匕とになん 

次に中牟労務者に対する企業内教育め技術は，完全に普遍的であると仮定ずる。これはよりこま 

かい職種別の,勤続年数の連続した年齢別かつ学歴別の賃金資料のより安定度が高いものが得られ 

る ま で 純 化 の 伖 定 で あ る 。 、 ,

次に，まったく企業内教育のおこなわれなo 場合の貴金として，日雇労務者賃金をとり,その学 

校教宵は中卒程度と仮定する’。 .

そしてとれを月額とする場合に，常用労務者とととなり休日は不定で欠勤日数には支払われない 

が，厚生白書によれば1961年がら65年の間の，雇用者1人当り受診日数は月平均2 日程度1"eある 

から，月平均28日の労働日数とし尨。 ，

そしてこの数値は，中卒労務者の企業内教育の終ると考えられる年齢は，年齢別賃金の上昇率が 

急にP岛まる20歳と24歳の間とみられるが，観察されるかぎ:りのすベての年度におい：t この間の年 

1 1 : 全規模計•製造業•男子大卒職員人当り平均月額賃金 (単位千円)：

年 . 齢 勤 続 , 年 数 1960年 196丨年 1963 年 1964年 1965 年 1966年 1967年

22〜24歳 2年 16.5 21.5 25. 9 28.1 30.0 3L8 35. 8 ：

25、 29 歳 .3〜 4年 22,1 25.1 .28.9 32. 4 34.6 36. 6 40. 6

30〜34歳 5〜 9年 32, 5 35. 3 ■ 40.5 44.8, 46.7 49.8 53.9

35〜39歳 10〜14年 42. 9 49.7 56. 9 60.6 63.4 63.3 70. 6

40〜49歳 15〜19年 57.5 66. 6 73.3 75-2 83.4 86. 6 92. 7

50〜50歳 . ■20〜29牟 51,8 89.2 109. 0 106. 3 116.1 120. 5 128.1

同 • 中 卒 労 務 者 賃 金 (単 位 f 円)

年 齢 勤 _ 年 数 1960年 1961年 1963年 1964年 1%5年 1966年 1967年

15〜It歳 2年 7.5 10.2 12.6 14.7 16.4 17-3 19.2

18〜19歳 3ん 4年 10.8 13.2 16:2 18.6 19. 6 2L4 23. 8

20〜24歳 6〜 9年 14. 5 17. 9 21.9 25. 2 27.0 29.3 32.1

25〜29歳 10〜：U年 19.1 24.3 29.1 32.9 35.1 37.8 42.1

30〜34歳 16〜19年 23.9 31.2 34.6 38.8 41.9 44.7 49.7*

35〜39歳 20〜29年 . 27.2 39.2 42.4 46.5 49.5 52.7 57. 0

40〜49歳 36年へ• 30.0 44.2 55.9 52.2 56.2 61.7 67.3

50〜59歳 30年〜 24.5 42.2 51.7 51.1 56.6 64.3 66. 6

産業乎均 • 日靡労務者質金X28日 （取 位 千 円 )

1960年 1961年, 1963年 1964 年 ’ 196碑 1966年 1967 年

13.2 15.1 17.9 ' ‘ ’ 21.5 22.6 28,3

資料：劣慟省 •■労栩統IH•年報j  «•勞働由梅j. V へ
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齡 に お け る中卒労務者の数値と一致するがら , 妥当であると考えられる。

次に，大卒職員^:対する企業内教育は特化された技術で今ると仮定するが,職種によってはかな 

り普遍的な技術もあると思われるから，統計的平均として考えられたものである4 .

ここで，必要な貨金資料の各年度の数値は表1のようになる。ただし，勤続年数の速続した職糧 

別かっ学歴別かつ年齢別の貨金表は，製濘業で集計されているだけで:あるが，勤_ 年数が速続して 

いるりは1961年からなので, I960年の数値は平均勤続年数のそれを使用している。また，日屉労 

務者賃金に9 いては，製造業においては女芋労務考が多いためた，そO平均賃金ぼ男子の多い產業 

メりも低ぃ。したがって男子労務者に対してはより高く‘支払うセ考えら;fxるから，産業乎均の鉸金 

をとることにした。 ; 丨 •

次 に ，現実には市場としてはほとんど存在しないから，大卒で企業内教育をおこなわな .い場合に 

企 業 が 支 払 う と 想 定 き れ る ，各 年 度 の 賃 金 を 計 算 す る 必 要 が お る レ ：う ;

この場合妥当と考えられるめは, そめ変化は職鐘としては日‘® 資金の,学歴別としては企業内教 

育かおこなわれなV、場合は年齢に依存しないから年齡平均め，中卒労務者と大卒職员め質金問にお 

ける変化め，結谷した変化にしだがうとすることであろう。 ' パ .

そして大卒職員の企業内教育の終ると考えられる年齢は，牵齢別賃全のi i 昇率が急に高まる30歳 

と34歳の•間とみられるから，すべそめ年度において計算きれた値がこの年齢の間を通るなかでの 

下限値をとることとした。計算の結果は表2 から表3 のようになる。 •

表 2 : 日雇労務者賃金指数X年齢平均の大卒貴全指数4■中幸労務者貴金指数

年 '. 度 . 1960 1961 1963 1964 1965 1966. 1967

指 数 1 1.040 1.215 1.427 ,1.498 1.548 1.786

表 3 下限の大卒日雇賃金（準 位 千 円 )

年 :度 1960 1961 1963 1964 1965 1966 . 1967

貧.:. 金 24.1 25.1 • 29.3 34.4 36.1 37.3 . 43.0

( N )
. '  ■ ' ' - ..............、、.■. . • . .ぐ：. - ぐ. ： . . .

これらの各年度の数値を，成長率と利子率がひとしいと傧定してそのまま期待値の现在価値とみ 

なして， 企業の赀用である中高年層における企業内教育を和こなゃた場合の, .杉E なゎなかっ た磁 

合に対する賃金差の集計値で，企業の収益である•雇用者の企寒肉教育弩愛けた;場合の放粢所得の集 

計値を割った， 企業の単位費用当りの雇用者の平均放棄所得の, 中卒労務者の場合をハ，大卒職 

員の場合をれとする0 ' . へ , , 7 く

これらの値は，同年度のなかでの賃金が分母と分子にな々卞求泠ちれているやであるから，興時 ' 

点間における物価水準，技術進歩，その他の原因による共通指数的な数値や変化の部分は消えるこ 

； • 一一 89 細 一
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とになり，時系列の数値は直接比較できることになる„ 、

そして1961年価格で実質>(匕した費用の，中卒労務者の場合をC4, 大卒職員の場合を為とすれば* 

それらの数値は表4 のようになる。

表 4 t Ts, Cs, fc, ce ( e の淨■位 千 円 )

年 度 1960 1961 1963 1964 1965 1966 1967

rs 0.0497 0.0225 0.0193 0.0294 0. 0248 0. 0252 0.0327

C, 5566 9876 10444 8952 9266 9807 9514

0. 0439 0. 0095 0.0085 0.0221 0. 0176 0,013 公 0.0218

Cc 9439 14760 14945 13177 13668 13499 13185

そして表4 から，それぞれの平均放棄所得率と実質費用との間の回帰をとれば， ：

；r8=0. 0832 -  0.000005966-cs ( r =  -0.883)

rc= 0 .1055-0* 000006495*ce ( r =  -0 . 958)

相関係数は比の相関公式から計算したが, ともに1%有意の非常に高い相閨であるから，この回

帰から.c の最終単位に帰属する限界放棄所得量をrsm t  r em として計算すれば, ,

r8m= 0. 0832 -  (2 • cs -1 )•  0. 000005966

=0. 0832-0. 000011932*c,

rem= 0 .1055- (2 »c c- l ) *0. 000006495

• =0.1055-0. 000012990* Co

したがって各年度のr， と ？V "の推定値は表5のようになる。
• »

表 5 : r tn, n n

年 度 1960 1961 1963 1964 1965 1966 1967

rsm + 0. 0168 -0.0346 -0.0414 一 0.0236 -0.0274 — 0.0338 -0.0303

r . —0.0171 -0. 0862 一 0.0886 —0. 0657 -0.0720 — 0.0699 -0.0658

ここでこれらの限界贵が1つを除いて負であることについて考えておく必要があると思われる。 

通黹の投資荇動ではこめようなととは原則として起りえないが,企業内教育投資においては投資に 

よって発坐した技術が，同時に企業の生産活動に必喪な投入物となっている9 で生産に必要な各 

種の技術跫を得るだめには, 労働需給の相対的条件によって放棄所得の限界量が負となっても，投 

資を続けなければならない。

そして企業は，投資行動としてはその损害を最小にするという意味での限界盘均等の原理にした 

がうと同時に，各種め資金の全体の水準を上卞させることによって厲用量を調節し，必要な各種の 

技術蛩を得ていると考える。 • ，…
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高等教育投資^)利潤地代と企業内教宵んらの社会的妝益め拖倉十

'  (V ) . . .

十 .し て し .のような結果を限界量均等の原理からみれば，表 5 に.おける r«mの値は7V "より.も,ず 

ベての年度で安定的に小さく，このままでは相対的に過大投資の状態になっているようにみえるが， 

次のように考えればこの現象そのものが，大卒職員における企- と雇用者との間の，本業内教育て: 

の総費用と総収益の分配の存在を示しているとみることが可能である。 '

回帰 r，の性質として，•さきに総費用と総収益の分配率は公平でひとしいど奴定したのであるか 

ら，r，の値は分配率とは無関係にひとしく，ただその総费用の大きさにしたがって，むがゼロの 

時の切片の0.1055を支点として回転することになる6 したがってたとえは*総費用が質企表に现わ 

れたそれの2倍で、あるならば，_総費用の回帰の傾斜はのそれの半分になっているはずである.： 

このような回帰の性質と，賃金_ から計算された数値を使って総費用と分配率を箅出するのセあ 

るが，まず企業はみずから評価した企業内教育による総生産力にもとづく，総費用と限界放棄所得 

量との間の関係式を持っているが，限界量均等め原則から，■この関係式ととの交点が企業が雇 

用者に賃金として支払うべき量を決定する。この値が t vであるから，総費用の関係式の傾斜だけ 

が計算される。 ^

そして r/ *の， よりも小さい部分め投資は，企業ヒとっては支払わない部分となるから過大 

でもよいか，分配卓の大きさにしたかってその童はきまり，.それを示す:値が d 、あり，..こ.の値が.‘ 

小さいほど企業の分配率は高いことになる。したがってゲ， と，総費用の関係式との交点の値が，

らに対応する総費用であると考えられる。

このようにして計算された各年度の総費用をy とすれば，その値は表6 のようになる。

表 6 :c， （塔 位 千 円 )

年 度 1960 1961 1963 1964 1965 - 1966 1967
Co1

--------------------------- ----- - _____ •丨

13047 14760 14945 13177 13668 13499 13185

そして分配率の安定性をみるために，らとの回痛を求めれば次のようになる。

cノ=1.260%+798 ( r = +0.968)

そして定数項798の t 分布はゼロ仮説をたてた時，0.4113であり, これは75%よりかなり高い 

確率でゼロとなるから，年度にわたって分配率は一定であり，緣费用は観察される費用の1.260冶- 

と推定される。

このことは雇用者からみれば，若年層において貨金表から計算される企業内教育を受ける場合の 

放棄所得の26.0%に当る額を企業から賃金の形セ受けとった代償として,中高年層において货金 

表から許算される収益の同じ幼こ当る額を吳なっていることになり，この部分が,：企業の中に支払

— 91(SJ3)—
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われない費用として残留する6 

企業からみれば,この部分と雇泪者の放棄所得との合計が企業内教育が高等教育と結合した場合 

に得られる収益であり，雇用者の私的収益に対する社会的収益である。 .
- ノ， - - . * ブ ' : , -■. . . ， -■+ ' . •. ,

ここで_ 用者個人にとっては，教育を受けるかいなかは非可逆的なニ渚択一的な行動であるから,: パ. . . . ' .  . . . .  -■ •.....

たとえば大卒職員と高卒職員との生涯所得格差などが問題となる。

しかし企業においては各学歴別で:の企業内教育が同時的に進行しているめであるから,それぞれ 

の絶対量が問題となる。したがって大卒職員の社会的収益と, クCの生_所得に対す名比を計算すれ 

ば表？のようr なる。 ：

表 7 : 大卒職員の社会的収益とその生捱所得との比（単 位 千 円 )- ； ' ■■. .へ' • - • ノ : '
年 度 1960 1961 1963 1964 1： 1965 1966 へ 1967

.社 会 的 収 益 , 2725 3978 , 4611 4434 4873 4975 5209

比 0.139 0.153 0.152 0.143 0.145 0.142 Q.138

. . (VI) . • ぐ. . ' . : • / ..
1 . . . . . . . . . . 、 . . . ； . . . ； パ . - . ：;• ：; ； : : ： ； .' . :  ； ； . ; >  ■ へ . ；: '： ■ : ：

とのような結果にもとづいていくつかの推論を試みれば，学校教育は多くの場合企業内教育と結 

合された形で経済的に評価されることが, やはり重要視されねばならないであろう。したがって学 

校教育の生産力効果を分離して推計しよ.うどする場合ゆ，単に格差をとるのでゆなぐ，企業内教育 

の投資超;の差からくる収益差を調整するために，収益率の格差を計算する必要があること^:なる。.

また，企業内教育の効果として役員賞与などは加えてもよいであろうが，技術進歩の1つの経済 

がJ評価である企業の塚得した特許権から得られる収益兌どれだけを，研究投資なども含んだ企業内 

教宵の結果とみることが妥当であるかということも，興味ある問題である。これはたとえば大卒職 

員の中には，技術 • 研究労働者を含んでいるから，統計的平均どしてその一部は総生産力の評価の 

中に含まれていると考えられるが, なお不十分である：ことは確がであろう。

' そしてより広い観点にたてば，教育は単に勞働力の質を高めるだけでなく，知識の増大によって 

技術枣新を促進させて，生産の技術関係をより有効ナf ものに変える重要な経街的侧面をもっている 

から，あらゆる形の教育の結果としての知識の集積による技術進歩の国民経済への寄与が，教育か 

らの怙報の許量化を食めて最終の問題となるであろう。これに比較すれば教育投膂かめ雇用者の 

私的収益や企業に帰厲する収益の問題は，なおその一部であるにとどまっていると® われる。

. . . . 一 , —
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